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「平成 28 年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書」の公表 
 

 

 

  

近年、救急出動件数は年々増加し、平成27年中の救急出動件数は約605万件となり、

過去最高を更新しました。今後も高齢化を背景として救急需要が増大する一方、救急隊

の増隊には限界があるため、いかにして救急業務を安定的かつ持続的に提供するか、救

命率の向上を図るかが近年の救急業務に係る課題となっています。こうした課題に対応

するため、｢救急車の適正利用の推進｣ 、｢救急業務の円滑な活動及び質の向上」などを

目的として、｢救急業務のあり方に関する検討会｣を開催しました。 

このたび、検討結果を報告書として取りまとめましたので公表します。 

 

 

１．検討結果（概要） 

・報告書の概要は、別紙１のとおりです。 

・報告書の全文は、消防庁ホームページ（http://www.fdma.go.jp/）に掲載します。 

 

２．検討会の体制 

・委員名簿は、別紙２のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

【連絡先】 消防庁救急企画室 

 担当：大嶋理事官・小久江課長補佐・森川救急専門官 

 電話：０３－５２５３－７５２９（直通） 

http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h28/kyukyu_arikata/index.html
http://www.fdma.go.jp/


○ 救急安心センター事業（#7119）の全国展開
・#7119の全国展開のため、都道府県等への精力的な個別訪問と

医療側の効果についての定量的な分析を行う。
・実際の運営に携わっている者による幅広いアドバイスができる

体制の構築が必要である。

○ 転院搬送ガイドラインの策定の促進
・都道府県が一定の役割（基本方針の策定、地域の合意形成の支援な

ど）を果たしていく必要がある。
・継続的にフォローアップ調査を行い、都道府県における、転院

搬送ガイドラインを参考としたルール作りを強く促す。

第１章 救急安心センター事業（#7119）等の普及

○ 緊急度判定体系の概念の普及
・消防本部等による対象者に応じたコンテンツ（園児向けの紙芝居、

小学生向けの短編アニメーションなど）の積極的な活用が望まれる。

○ 緊急度判定支援ツールの普及
・全国救急受診アプリ「Ｑ助」について、住民による積極的な活

用が望まれる。
・「高齢者向けの救急車利用リーフレット」と「救急情報シー

ト」の積極的な活用が望まれる。

○ 更なる普及に向けた取組
・119番通報時や救急現場において、緊急度判定を実施していく

ことが望まれる。
・実際に運用可能な緊急度判定ツールの開発、現場対応マニュア

ル（接遇、不搬送時のアフターケア、記録の残し方など）の策定、消防
職員への教育などを検討していく必要がある。

第２章 緊急度判定体系の普及

○ 搬送困難事例（精神疾患関係）に対する効果的な取組
・精神科や救急の医療関係者と消防関係者等のさらなる連携強化

を図り、実効性のある精神科救急医療体制を確保していく。
・救急搬送のルールを定める実施基準の策定についても、精神科

の関係者等の参画を推進していく。

○ 高齢者福祉施設等との連携
・ケアマネージャーの受験資格要件に救急救命士を加えることが

強く望まれる。
・既往症、かかりつけ医療機関などを記載した情報収集シート等

の活用を促す。
・先進的な取組を周知し、全国各地の具体的な取組を促す。

○ 患者等搬送事業者との連携
・イベント、病院移転などにおける活用など、有効な活用事例に

ついて周知し、活用を促す。
・消防庁の調査において、患者等搬送事業者の搬送実績を段階的

に把握していくことが望まれる。

第3章 消防と関係他機関（福祉、民間等）との連携

・消防本部において、高齢者・子どもを対象に、けが等のポイン
トをまとめたリーフレットを活用して、一般負傷の予防につな
げることが望まれる。

第４章 一般負傷の予防等についての効果的な普及啓発

別紙１平成２８年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書【概要版】

○ 通信指令員に対する救急に係る教育の充実
・「通信指令員の救急に係る教育テキスト」を改訂した。

○ 応急手当ＷＥＢ講習（e-ラーニング）の改訂
・「応急手当WEB講習（ｅ-ラーニング）」を改訂し、消防庁サー

バーで管理することとした。

○ 救急活動プロトコルの改訂
・地域ＭＣにおいて、ガイドライン2015を踏まえた検討結果に

基づき、各地域に合った救急活動プロトコルを検討し、改訂す
る必要がある。

○ 平成27年度救急蘇生ワーキンググループ検討事項のフォロー
アップ
・「救急入門コース（45分）」の実施状況について、引き続き

フォローアップ調査を行う。
・地域差を分析した上で、応急手当の普及啓発活動を推進する必

要がある。

○ 指導救命士の認定者数の拡大に向けた取組
・指導救命士の認定者数の増加に伴い、指導救命士の質を確保す

ることもあわせて重要である。
・全国の活用事例を情報収集し、周知することにより、指導救命

士が活躍する場面を広げ、レベルの向上につなげる。

第5章 救急業務に携わる職員等の教育

○ 大規模災害時における救急業務のあり方
・緊急消防援助隊(救急部隊)として出動する際には、受援側から指

示体制等が指定されるまでは、特定行為に関する指示要請等を
派遣元のＭＣ協議会の医師に行うことが現実的である。

・通信途絶時に医師の具体的な指示を受けずにやむを得ず救急救
命処置を行う際には、詳細に記録を残し、メディカルコント
ロール体制の中で事後検証を受けることが不可欠である。

・情報共有のあり方として、「緊急消防援助隊支援情報共有ツー
ル」と「広域災害･救急医療情報システム」の活用が望まれる。

○ 多数傷病者発生事象への対応
・消防本部は、NBC対策、DMAT創設などの環境の変化を踏まえ

て、救急業務計画を策定し、更新することが望ましい。
・消防庁は、計画に盛り込むべき項目、計画に基づく訓練の実施

などを定めた指針を示す必要がある。

○ ドクターヘリとの効果的な連携
・通信指令員が速やかにドクターヘリと消防防災ヘリを要請しや

すいよう、地域の実情に応じて、要請基準の見直しなどを行う
ことが望ましい。

第6章 大規模災害時等における救急業務の推進

・救急搬送の必要性が低い件数の集計方法と不搬送理由の定義に
ついては、引き続き検討する必要がある。

第7章 「救急・救助の現況」の見直し

○ 救急隊の編成をより柔軟に行うための消防法施行令の改正
・過疎地域や離島においては、平成２９年４月１日から、２人以

上の救急隊員と１人以上の准救急隊員をもって救急隊を編成す
ることを可能とする消防法施行令の改正を行った。

○ 救急業務に関するフォローアップ
・消防庁において、救急業務にかかる毎年度の重点課題を設定し

た上で、都道府県の担当部局とともに、全国の消防本部に個別
訪問して全国的なレベルアップを図ることが必要である。

第８章 その他

別紙１



救急車の適正利用（自助）

○指導救命士による救急隊員の知識・
技術の向上

○ガイドライン2015を踏まえた、より的
確な救急活動の実施

○#7119の利用

○通信指令員の救急に係る教育テキス
トの活用による適切な口頭指導の実施

住民に期待すること 消防機関等に期待すること（公助）

応急手当の推進（共助）

○ｅ－ラーニング教材、応急手当講習な
どを活用し応急手当の実施

醸

○緊急度判定概念普及コンテンツ（紙芝
居、短編アニメーション等）による意識
の醸成

○リーフレット（子ども、高齢者）の活用
による救急事故の防止

○救急業務計画の見直し等による多数
傷病者事案への適切な対応

○緊急度判定アプリの利用

○#7119の拡大、住民への広報

○情報収集シートなどの活用を通じた
高齢者施設からの円滑な搬送の実施

本年度の主な検討事項と各主体に対する期待 別紙１



   

平成 28年度救急業務のあり方に関する検討会 委員名簿 

※五十音順、○印は座長 

浅 利  靖   （北里大学医学部救命救急医学主任教授） 

阿 真 京 子  （一般社団法人 知ろう小児医療守ろう子ども達の会代表） 

有 賀   徹   （独立行政法人 労働者健康安全機構理事長） 

岩 田  太   （上智大学法学部教授） 

大 塚 泰 史  （大阪市消防局救急部長） 

岡 本 征 仁  （札幌市消防局救急担当部長） 

後 藤  敬   （宮城県総務部消防課長） 

坂 本 哲 也  （帝京大学医学部救急医学講座主任教授） 

島 崎 修 次  （国士舘大学防災・救急救助総合研究所長） 

鈴 川 正 之  （自治医科大学救急医学教室教授） 

田 邉 晴 山   （救急救命東京研修所教授） 

田 村 圭 子  （新潟大学危機管理本部危機管理室教授） 

松 井 晶 範  （東京消防庁救急部長） 

松 本 吉 郎   （日本医師会常任理事） 

柳 澤 由 夫  （秋田県健康福祉部障害福祉課長） 

山 口 芳 裕  （杏林大学医学部救急医学教授） 

○ 山 本 保 博  （一般財団法人 救急振興財団会長） 

横 田 順一朗  （地方独立行政法人 堺市立病院機構副理事長） 

横 田 裕 行  （日本医科大学大学院医学研究科外科系救急医学分野教授） 

 

（オブザーバー） 

佐々木  健   （厚生労働省医政局地域医療計画課長） 
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